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 施設敷地緊急事態発生の通報後、あらかじめ定められた100人程度の国の職員等を愛媛県ｵﾌｻｲﾄ
ｾﾝﾀｰ及び各県に派遣。併せて必要な資機材の緊急搬送を実施。

 その後、状況に応じて追加要員及び資機材の緊急搬送を実施。

国の職員・資機材等の緊急搬送

緊急輸送関係省庁
（警察庁、消防庁、国土交通省、

海上保安庁、防衛省）

必要に応じ輸送支援を依頼

輸送支援

事故対策本部 国の職員
必要な資機材 等

ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ等

①環境省・内閣府～入間基地
輸送車両の先導
（警察）約1時間

いるま

ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰへの派遣（自衛隊、警察による輸送支援の一例）

環境省・内閣府～入間基地～松山空港～愛媛県ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
※平成27年度原子力総合防災訓練の想定を参考

愛媛県庁
山口県庁

③松山空港～愛媛県ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
ﾍﾘ（自衛隊）約20分

②入間基地～松山空港
輸送機（自衛隊）約1.5時間

いるま

愛媛県ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

＜具体的な移動及び輸送支援のｽｷｰﾑ＞

まつやま

まつやま

まつやまいるま



PAZ

UPZ

ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰの放射線防護対策・電源対策

 愛媛県ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰは、免震構造、鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造4階建ての構造になっている。
 放射線防護対策

・放射線防護対策（換気設備・ﾌｨﾙﾀ設置、窓枠の二重化等の気密性向上等）を実施済み。
 電源対策

・無停電電源装置、自家用発電機を設置（7日間分の電源を確保）。自家用発電機の燃料不足時に
は、電源車用電源受け口より、四国電力が用意する電源車で継続して電源を供給。
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伊方発電所の代替ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

○愛媛県庁（松山市）：約57㎞

（自家用発電機により、3日間稼働）

○砥部町文化会館（砥部町）：約53㎞
（自家用発電機により、3日間稼働）

※距離はいずれも発電所からの直線距離

仮にｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰが機能不全に陥った場合でも、
代替ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰに移動し、対応可能。

愛媛県ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ（西予市）
（発電所からの距離約24km）

い かた

まつ やま し

せい よ し

と べ ちょうと べ ちょう



愛媛県ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ 原子力災害対策本部等の

国の機関

愛媛県庁

県防災通信ｼｽﾃﾑ（地上系・衛星系）防災行政無線

統合原子力防災ﾈｯﾄﾜｰｸ 衛星回線

中央防災無線

J-Alert

移動局

（公用車等）
関係市町 消防機関 自衛隊部隊

山口県庁

防災ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ

大分県庁

衛星携帯電話

地域衛星通信ﾈｯﾄﾜｰｸ
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 一般回線が通信不全の時には、原子力災害対策用に整備されているTV会議回線を含む専用通信
回線を使用し、更に専用通信回線が不全の場合は、衛星回線を使って、連絡体制を確保。

 その他、中央防災無線、衛星携帯電話等を使用し、連絡体制を確保。

連絡体制の確保

＜一般回線及び専用通信回線が使用不能の場合＞



住民への情報伝達体制①

 防護措置（避難、屋内退避、一時移転、安定ﾖｳ素剤の服用指示等）が必要になった場合は、原子力
災害対策本部等から、関係県及び関係市町に、その内容をTV会議等を活用し迅速に情報提供。

 関係市町は、防災行政無線、広報車、CATV、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ等を活用し、住民へ情報を伝達。

原子力災害対策本部
（首相官邸） 17

＜関係市町が整備する住民への主な情報伝達手段の例＞

TV会議等を活用し迅速に
情報伝達

情報伝達

住 民

関係府県、関係市町

防災行政無線
（戸別受信機） CATV

防災行政無線
（屋外拡声子局）

広報車

防災行政無線
（市町からの発信）
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 伊方町は、避難行動中の住民などがﾘｱﾙﾀｲﾑで原子力災害に係る情報等（事象の進展状況、避難
経路の指示、渋滞情報等）を得られるよう、臨時災害放送局（FM放送）を開設し、同町内全域に情報
を発信。

 万が一、固定型ｱﾝﾃﾅが使用できない場合に備えて、可搬型のｱﾝﾃﾅを伊方町役場に1台配備。

住民への情報伝達体制②

＜臨時災害放送局運用のイメージ＞

発災直後や避難行動中の情報発信

放送時の様子

放送用資機材

固定ｱﾝﾃﾅ

固定ｱﾝﾃﾅ

伊方町役場

三崎地域

瀬戸地域

伊方地域

い かた ちょう

みさき

せと

い かた

いかたちょう

いかたちょう




